
 1 

野迫川村の給与・定員管理等について 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２１年度末） 

歳 出 額 

    Ａ 
実質収支 

人 件 費 

    Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

（参考） 

２０年度の人件費率 

２１年度 
人 

５５６    
千円 

1,963,863 
千円 

83,190 
千円 

237,359 
％ 

12.1 
％ 

１１．９ 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給   与   費 
区 分 

職員数 
  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 
給与費 

   Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 
一人当たり給与費 

２１年度 
人 

２５ 
千円 

91,051 
千円 

14,099 
千円 

30,485 
千円 

135,635 
千円 

 5,425 

 
 

千円 
  5,636 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
   ２ 職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。 
 
（３）特記事項 
  平成２１年度中抑制措置の状況 
   ①手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 
 
（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準 
    を示す指数である。 
   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 
    したものである。 
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（５）給与改定の状況 

 ①月例給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率）

給与改定率 
（参考） 

国の改定率 

２２年度 
円 

－ 

円 

－ 

円

（ －％）

％

－ 

％ 

△０．１９ 

 

％

△０．１９ 

 （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス 

比較した平均給与月額である。 

 

②特別給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間の支給

割合  Ａ 

公務員の支

給月数 Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数）

年間支給月数 
（参考） 

国の支給月数

２２年度 
月 

－ 

月 

－ 

月

－ 

月

－ 

月 

３．９５ 

 

月

３．９５ 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給 

月数は」期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

２ 一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在） 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 

１ 号 給 の 

給 料 月 額 
１３５，６００ １８５，８００ ２２２，９００ ２６１，９００ 

最 高 号 給 の 

給 料 月 額 
２４３，７００ ３０９，２００ ３５６，４００ ３９０，１００ 

 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在） 
  ①一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
（国ベース） 

野迫川村 ４０．９歳 ２８８，０６８円 ２９９，１９９円 ３０６，５１１円 
奈良県 ４４．２歳 ３４６，６３６円 ４３０，３９６円 ３８６，８３４円 
国 ４１．９歳 ３２５，５７９円 ３９５，６６６円 －   円 

類似団体 ４３．２歳 ３１２，５２４円 ３５２，１９５円 ３３８，４６９円 
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②技能労務職 

公 務 員 民   間 参考 
区 分 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間 

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

野迫川村 
歳 

－ 

人 

１ 

円 

－ 

円 

－ 

円 

－ 

 

自動車運転手 

  歳 

５６．２ 

円 

316,400 
－ 

 うち運転手 － １ － －  自動車運転手 ５６．２ 316,400 － 

奈良県 ５０．０ 163 363,137 420,277 398,473 

国 ４９．３ 3,955 284,514 322,291 － 

類似団体 ５０．５ ４ 275,088 290,646 285,821 

 

 
参  考 

年収ベース（試算値）の比較 
区 分 

公務員 

（Ｃ） 

民 間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｂ 

野迫川村 円 

－   

円 

4,859,500 
－ 

 うち運転手 円 

－   

円 

4,859,500 
－ 

  ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 
   （平成２０～２２年の３ヶ年平均） 
   ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態の点において完全に一

致しているものではない。 
   ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与額を１２倍したもの

に、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与

の額を加えた試算値である。 
 
  ③医療職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース） 

野迫川村 － 歳 －   円 －   円 －   円 

奈良県 － 歳 －   円 －   円 －   円 

国 ４５．５歳 ３１８，２８５円 ３４８，２５０円 －   円 

類似団体 ４２．８歳 ２９８，３６４円 ３２４，５９８円 ３０７，０９８円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 
   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸

手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。    
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 
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（２）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 

区      分 野迫川村 奈良県 国 

大学卒 １７２，２００円 １７６，６５５円 １７２，２００円 
一般行政職 

高校卒 １４０，１００円 １４２，７６６円 １４０，１００円 

高校卒 １３３，１００円 １３３，５２８円 － 
技能労務職 

中学卒 １２１，６００円 １２０，１４１円 － 

大学卒 １８８，９００円 － － 
医 療 職 

高校卒 － － － 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

区      分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２５１，６００円 ２７２，０００円 ３２７，５００円 
一般行政職 

高校卒 －    円 ２５１，６００円 ２９９，８５０円 

高校卒 －    円 －    円 －    円 
技能労務職 

中学卒 －    円 －    円 － 

大学卒     －    円 －    円 －    円 
医 療 職 

高校卒 －    円 －    円 － 

４ 一般行政職の級別職員数の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 係員の職務 
人 

   ３ 
％ 

 １０．７ 

２ 級 
特に高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う係員の職務 

人 
  １３ 

％ 
 ４６．４ 

３ 級 
１ 係長の職務 
２ 課長補佐の職務 

人 
   ８ 

％ 
 ２８．６ 

４ 級 
１ 課長の職務 
２ 参事の職務 

人 
   ３ 

％ 
 １０．７ 

（注）１ 野迫川村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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１級, 10.7
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

１．勤務成績の評定の実施状況 
地方公務員法第４０条に基づき、毎年１２月１日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を

実施。 
  なお、平成１８年１０月から、全職員を対象とした能力に基づく人事考課を実施。 
 
２．昇給への勤務成績の反映状況 
  能力の要素を総合的に５段階（Ｓ～Ｄ）の絶対評価を実施し、その評価結果に基づき、昇給区分を

決定。 
   

  

 

５ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 
野 迫 川 村 奈良県 国 

１人当たり平均支給額（平成２１年度） 
 １，１５２ 千円 

１人当たり平均支給額（平成２１年度） 
  １，７８１ 千円 

― 

（平成２１年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

２．７５月分  １．４０月分 
 （１．５月分）（０．７０月分） 

（平成２１年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 
２．７５月分  １．４０月分 
（１．５月分）（０．７０月分） 

（平成２１年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 
２．７５月分  １．４０月分 
（１．５月分）（０．７０月分） 

（加算措置の状況） 
な   し 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算 ５～２０％ 
・管理職加算 １０～２０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算 ５～２０％ 
・管理職加算 １０～２０％ 

 （注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 
１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１２月１日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を

実施。 
  なお、平成１８年１０月から、全職員を対象とした能力に基づく人事考課を実施。 
 
２．勤勉手当への勤務実績の反映状況 
  一般行政職の全職員（２７名）について、評価結果に基づかず一律の成績率（１００／１００）に

よる支給を行った。 

 
（２）退職手当（平成２２年４月１日現在） 

野 迫 川 村 国 
（支給率）   自己都合    勧奨・定年 
勤続 20 年  ２３．５ 月分 ３０．５５月分 
勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 
勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 
最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特別昇給    制度なし     ） 
１人当たり平均支給額 

９，１６６千円 

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 
勤続 20 年  ２３．５ 月分 ３０．５５月分 
勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 
勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 
最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 
その他の加算措置 
 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 
（３）地域手当 
（平成２１年４月１日現在） 
支給実績（平成２０年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

 
（４）特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 
支給実績（平成２１年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） ０ 千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） ０  ％ 
手当の種類（手当数） ２    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
野迫川村税事務従事手当 村税事務従事職員 村税事務 給料月額の 100 分の 10 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 
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（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成２０年度決算） １，０５２千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） ７５千円 
支給実績（平成２１年度決算） １，４０６千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） １０８千円 

 
 
（６）その他手当（平成２２年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 
との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 
（平成 21 年 
度決算） 

支給職員１人当たり 
平 均 支 給 年 額 
（平成 21 年度決算） 

扶養手当 
配偶者 13,000 円 
子等   6,500 円 

同 ― 
千円 

４，０５１ 
円 

２３８，３２３ 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000
円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

異 

抑制条例に

より、居住

地支給制限

を制度化 

千円 
 

１，８１８ 

円 
 

２５９，７１４ 

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 
異 

抑制条例に

より、通勤

距離上限を

制度化 

千円 
 

１，４１９ 

円 
 

 ７８，８５０ 

管理職手当 
課   長 21,400 円 
参事・課長補佐 14,700 円 
（制度改正により経過措置期間中） 

異 支給割合 
千円 

２，５８８ 
円 

１９９，０５８ 
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６ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 

区    分 給  料  月  額  等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

給

料 

 
村   長 

 
副 村 長 

 
６７０，０００円 

 
５８０，０００円 

７６０，０００円／２００，０００円 
 

６４４，０００円／４１５，８００円 

報

酬 

議   長 
 

副 議 長 
 

議   員 

１９０，０００円 
 

１６０，０００円 
 

１５０，０００円 

３１０，０００円／１４０，０００円 
 

２５１，０００円／１１５，０００円 
 

２３３，０００円／１００，０００円 

村   長 
副 村 長 

平成２２年度支給割合 
 
             ２．０月分 期

末

手

当 
議   長 
副 議 長 
議   員 

平成２２年度支給割合 
２．０月分 

退

職

手

当 

 
村   長 

 
副 村 長 

（算定方式）            （１期の手当額）   （支給時期） 
退職日給料月額×５２０／１００×４年   13,936,000 円     任期毎 
 
退職日給料月額×３３０／１００×４年    7,656,000 円     任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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７ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由              （各年４月１日現在） 
職  員  数       区 分 

部 門 平成 21 年度 平成 22 年度 
対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由 

議  会 
総  務 
税  務 
民  生 
農林水産 
土  木 

１ 
８ 
１ 
３ 
４ 
５ 

１ 
７ 
１ 
３ 
５ 
４ 

 ０ 
△１ 
 ０ 
  ０ 
 １ 
△１ 

 
事業縮小による減 
 
 
人員配置見直しによる増 
人員配置見直しによる減 

一

般

行

政

部

門 

計 ２２ ２１ △１ 
 

教育部門 ３ ４  １  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小  計 ２５ ２５  ０ 
 

介 護 
国 保 
その他 

２ 
２ 
１ 

３ 
３ 
１ 

 １ 
 １ 
 ０ 

 
退職者不補充 
 

公
営
企
業
等 

 
 

 
 

会
計
部
門 

小  計 ５ ７  ２  

合    計 
 

３０ 
[  ４３] 

 
３２ 

［  ４３］ 

 
 ２ 

［   ０］ 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
   ２ ［  ］内は、条例定数の合計である。 
 
 
（２）年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 

20 歳 

 
未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

 
以上 

 
計 

 

職員数 

人 

１ 

人 

 １ 

人 

 １ 

人 

 １ 

人 

６ 

人 

 ７ 

人 

 ２ 

人 

 ２ 

人 

 ０ 

人 

 ３ 

人 

 ２ 

人 

 ０ 

人 

２６ 
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（３）職員数の推移 
（単位：人・％） 

年 度 
部門別 

１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 
過去５年間 

の増減数（率） 
一般行政 ３１ ２７ ２５ ２２ ２２ ２１ △１０（３２．３％） 
教育  ３  ２  ３  ４  ３  ３   ０（ ０．０％） 
消防  ０  ０  ０  ０  ０  ０   ０（ ０．０％） 

普通会計計 ３４ ２９ ２８ ２６ ２５ ２４ △１０（２９．４％） 
公営企業等会計計  ４  ４  ５  ６  ５  ７   ３（７５．０％） 

総合計 ３８ ３３ ３３ ３２ ３０ ３１ △ ７（１８．４％） 
（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 
   ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。 

 

 

８ 公営企業職員の状況 

（１）国民健康保険 直診勘定事業 
 ①職員給与費の状況 
 ア 決算 

区 分 
総費用 
   Ａ 

実質収支 
職員給与費 
    Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 
    Ｂ／Ａ 

（参考） 
２０年度の総費用に

占める職員給与比率 

２１年度 

千円 
 

63,266 

千円 
 

397 

千円 
 

10,377 

％ 
 

１６．４ 

％ 
 

２１．１ 

 
給   与   費 

 区 分 
職員数 
  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 
給与費  

Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 
一人当たり給与費 

２１年度 
人 

３ 
千円 

2,769 
千円 

6,530 
千円 

1,078 
千円 

10,377 
千円 

3,459 

 
 

千円 
5,636 

 （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 
    ２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。 
 

ィ 特記事項 
   平成２１年度中抑制措置の状況 
    ①給料 給料月額５％抑制 
    ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 
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 ②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日） 
  
 
  
 
 
 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 
 
 
 
③職員の手当の状況 
 ア 期末手当・勤勉手当 

直  診  事  業 一 般 行 政 職 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（２１年度） 

９８２千円 
１人当たり平均支給額（２１年度） 

        １，１７３千円

１人当たり平均支給額 
    １，５１８千円 

（20 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

 ３．００月分  １．３０月分 
（１．６月分）  （０．７月分） 

（20 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．３０月分 
（１．６月分） （０．７月分） 

－ 

（加算措置の状況） な  し （加算措置の状況） な  し － 

 （注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である。 
 
 
 
 
 
 イ 退職手当（平成２１年４月１日現在） 

直 診 会 計 一般行政職 
（支給率）  自己都合  勧奨・定年 
勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 
勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 
勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 
その他の加算措置 
（退職時特別昇給  制度なし  ） 
１人当たり平均支給額 

支給実績なし 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 
勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 
勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 
勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 
その他の加算措置 
（退職時特別昇給  制度なし  ） 
１人当たり平均支給額 

９，１６６千円 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

直診事業   ３４．６歳 ２７０，６５０円 ３３４，４８９円 

団体平均  ４４．３歳 ３４５，７１９円 ５２７，５９０円 

事業者 －  歳    －  円 －  円 
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ウ 地域手当 
（平成２１年４月１日現在） 

支給実績（平成２０年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ０ ％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 
無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 
  こととしている。 
 
 
エ 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 
支給実績（平成２０年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） ０ 千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度） ０  ％ 
手当の種類（手当数） １    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
 
オ 時間外勤務手当 
支給実績（平成２０年度決算） １２０千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） ４０千円 
支給実績（平成２１年度決算） ８６千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） ２８千円 

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
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 カ その他手当（平成２２年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（平成 21 年

度決算） 

支給職員１人当たり 
平 均 支 給 年 額 
（平成 21 年度決算） 

扶養手当 
配偶者 13,000 円 
子等   6,500 円 

同 ― 
千円 

１５６ 
円 

  １５６，０００ 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000
円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

同   － 

千円 
 

０ 

円 
 

０ 

通勤手当 
通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 同   － 
千円 

１０７ 
円 

  １０６，８００ 

管理職手当 
課   長 21,400 円 
参事・課長補佐 14,700 円 
（制度改正により経過措置期間中） 

同 － 
千円 

    ０

   

円 
        ０ 

 

 
④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 
平成 17 年４月１日 

職員数 
平成 22 年４月１日 

職員数 
純減数 純減率 

人 
３ 

人 
３ 

人 
０ 

％ 
０ 

 （参考）野迫川村集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 
数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 ± ０ 

 
  
 イ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 
  →６（３）③の参考を参照 
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（２）介護事業 
①職員給与費の状況 

 ア 決算 

区 分 
総費用 
   Ａ 

実質収支 
職員給与費 
    Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 
    Ｂ／Ａ 

（参考） 
２０年度の総費用に

占める職員給与比率 

２１年度 

千円 
 

72,606 

千円 
 

3,169 

千円 
 

6,462 

％ 
 

８．９ 

％ 
 

８．１ 

  

給   与   費 
 区 分 

職員数 
  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 
給与費  

Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 
一人当たり給与費 

２１年度 
人 

１ 
千円 

－ 
千円 

－ 
千円 

－ 
千円 

－ 
千円 

－ 

 
 

千円 
5,636 

 （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 
    ２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。 

 
ィ 特記事項 

   平成２１年度中抑制措置の状況 
    ①給料 給料月額５％抑制 
    ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．２抑制 
 
②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日） 

  
 
  
 
 
 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

介護事業   －  歳 －  円 －   円 

団体平均   ４０．５歳 ２５３，４９３円 ３８１，５２９円 

事業者 －  歳    －  円 －   円 
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③職員の手当の状況 
 ア 期末手当・勤勉手当 

介  護  事  業 一 般 行 政 職 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（２０年度） 

－     千円 
１人当たり平均支給額（２１年度） 

        １，１７３千円

１人当たり平均支給額 
    １，０４０千円 

（20 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

 ３．００月分  １．３０月分 
（１．６月分）  （０．７月分） 

（20 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．３０月分 
（１．６月分） （０．７月分） 

－ 

（加算措置の状況） な  し （加算措置の状況） な  し － 

 （注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である。 
 
 イ 退職手当（平成２１年４月１日現在） 

介 護 会 計 一般行政職 
（支給率）  自己都合  勧奨・定年 
勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 
勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 
勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 
その他の加算措置 
（退職時特別昇給  制度なし  ） 
１人当たり平均支給額 
        支給実績なし 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 
勤続 20 年  23.5 月分  30.55 月分 
勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 
勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 
最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 
その他の加算措置 
（退職時特別昇給  制度なし  ） 
１人当たり平均支給額 
         支給実績なし 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 
ウ 地域手当 
（平成２２年４月１日現在） 
支給実績（平成２１年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ０ ％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 
無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 
  こととしている。 
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エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 
区    分 全  職  種 

支給実績（平成２１年度決算） ０ 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） ０ 千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） ０  ％ 
手当の種類（手当数） １    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
オ 時間外勤務手当 
支給実績（平成２０年度決算） －千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） －千円 
支給実績（平成２１年度決算） ２３千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） ２３千円 

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
 
 カ その他手当（平成２２年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 
（平成 20 年

度決算） 

支給職員１人当たり 
平 均 支 給 年 額 
（平成 20 年度決算） 

扶養手当 
配偶者 13,000 円 
子等   6,500 円 

同 ― 
千円 

－   
円 

－  

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000
円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

同   － 

千円 
 

 －   

円 
 

－     

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 同   － 

千円 
－   

  

円 
－     
 

管理職手当 
課   長 21,400 円 
参事・課長補佐 14,700 円 
（制度改正により経過措置期間中） 

同 － 
千円 

－   
   

円 
 － 

 

 


